
所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,843 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,843 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,843 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】福祉企画係 0857-30-8202

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　中核市移行に伴い、民生委員・児童委員に関する業務が県から委譲され、厚生労働大臣へ
の推薦や民生・児童委員活動費の交付を本市において行うことになった。
　また、鳥取県民生児童委員協議会の研修参加など継続して行っている。

【事業の目的及び効果】
　地域の協力のもと民生・児童委員の委嘱等に関する手続、活動・研修等経費の支援などを
行い、地域福祉の増進に資することを目的とする。

【事業の内容】
　地方交付税算定基礎額の改正に伴い、民生委員・児童委員活動費を増額するもの。
　・年間１人当たり：64,000円（改正前　60,200円）
　・民生・児童委員数：485人（見込み）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 31,685 

要求額 1,843 

総務部長段階査定額 1,843 

年度 R8

福００１ 項　　目　　名 民生委員事業費

予算書項目 民生委員事業費 ページ 31

福祉部
地域福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 537 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 537 

その他財源の内訳

市長段階査定額 537 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】福祉企画係 0857-30-8202

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　新本庁舎の開庁に合わせ、民間事業者の資源を活用したより質の高い市民サービスの提
供、効果的な執行体制を実現するため、令和元年度より福祉窓口業務等の包括委託を実施し
ており、令和６年度の契約満了に伴い、令和７年度から９年度までの事業者をプロポーザル
により選定し、引き続き包括委託を実施している。

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウやスキルを生かした、より質の高い市民サービスの提供、繁忙・平
常時に柔軟に対応できる効果的な執行体制を維持する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費
　（福祉総合窓口受付等業務・託児室等運営管理業務分）　537千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 15,821 

要求額 537 

総務部長段階査定額 537 

年度 R8

福００２ 項　　目　　名 福祉総合窓口受付等業務費

予算書項目 福祉総合窓口事業費 ページ 31

福祉部
地域福祉課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 404,972 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 404,972 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 404,972 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　平成26年６月に成立した医療介護総合確保推進法により、介護施設等の整備を進めるため
に、消費税財源を活用して都道府県に地域医療介護総合確保基金が設置された。鳥取県で
は、この基金を活用し、鳥取県地域医療介護総合確保基金補助制度により事業展開をしてい
る。

【事業の目的及び効果】
　鳥取県地域医療介護総合確保基金補助金（補助率10/10）を活用し、第９期計画に位置付
けた介護サービスの整備を推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ
う介護基盤の充実強化を図る。

【事業の内容】
（１）地域密着型サービス等整備助成事業
（２）施設開設準備経費等支援事業
（３）大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業
（４）既存の特養等のユニット化改修事業

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 404,972 

総務部長段階査定額 404,972 

年度 R8

福００３ 項　　目　　名 地域医療介護総合確保事業補助金

予算書項目 社会福祉施設整備等補助金 ページ 31

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,933 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 3,100 

その他 0 

一般財源 833 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,933 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2303

【事業の経過及び背景】
　経年により老朽化した施設の適切な維持管理が求められている。

【事業の目的及び効果】
　老朽化した施設の修繕を計画的に実施し、施設の維持管理を適正に行うことで、市民の施
設利用時の安全性と利便性を確保する。

【事業の内容】
　高齢者福祉センター・空調設備修繕　　　　　　　  759千円
　湯谷荘　　　　　　・滅菌機更新　　　　 　　　　 578千円
　　　　　　　　　　・源泉ポンプ更新　　　　　　1,826千円
　なごみ苑　　　　　・防水シート等　　　　　　　　770千円（増額分）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 59,273 

要求額 3,933 

総務部長段階査定額 3,933 

年度 R8

福００４ 項　　目　　名 社会福祉施設改修事業費

予算書項目 社会福祉施設整備費 ページ 31

福祉部
長寿社会課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 1,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,000 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2102

【事業の経過及び背景】
　単身高齢者等が増加する中、身寄りがない、頼れる家族がいない高齢者などについて、身
元保証や緊急連絡先がいないことから、急な入院や施設入所が必要となった際に調整に時間
を要するなど、円滑な対応が困難な状況が生じている。今後、こうした事例の増加が見込ま
れ、家族の支援を前提としない支援体制の整備が求められている。

【事業の目的及び効果】
　頼れる親族等の身寄りがない高齢者等の増加が見込まれることから、家族の支援を前提と
しない、身近な地域の中で、必要な支援を受けながら生活できるよう地域で支え合う新たな
権利擁護支援を行う。

【事業の内容】
　医療や介護事業者等が身寄りのない高齢者等の支援を円滑に実施できるよう、対応事例集
を作成する。また、身寄りのない高齢者等への支援について周知を図るためのガイドブック
を作成し、事業を推進する。
　・「身寄りのない方への対応事例集」の作成（鳥取県東部医師会へ委託）
　・「身寄りがない方への支援ガイドブック」の作成

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 6,000 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

年度 R8

福００５ 項　　目　　名 持続可能な権利擁護支援モデル事業費

予算書項目 持続可能な権利擁護支援モデル事業費 ページ 31

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,768 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 2,768 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,768 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　軽費老人ホームは、老人福祉法第20条の６の規定により、在宅での生活が困難な低所得者
層に属する高齢者を無料または低額な料金で入所させ、食事の提供その他の日常生活上必要
な便宜を供与することを目的として整備された施設である。

【事業の目的及び効果】
　社会福祉法人等が設置する軽費老人ホームに対して助成を行い、所得の少ない施設利用者
の負担軽減及び軽費老人ホーム職員の処遇改善を図り、施設の安定的な運営を確保する。

【事業の内容】
　軽費老人ホーム職員に対する賃上げ支援として、市内に軽費老人ホームを有する法人に対
して所要の額を補助する。
　・対象施設：５施設
　・補助額：介護職員１名当たり最大19千円/月
　　　　　　その他の職員１名当たり10千円/月

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 174,693 

要求額 2,768 

総務部長段階査定額 2,768 

年度 R8

福００６ 項　　目　　名 軽費老人ホーム運営補助金

予算書項目 軽費老人ホーム運営補助金 ページ 33

福祉部
長寿社会課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 23 

諸収入 0 

その他 0 計 99 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 57 

地方債 0 

その他 23 

一般財源 19 

その他財源の内訳

市長段階査定額 99 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】鳥取市中央包括支援センター 0857-20-3457

【１２次総の施策体系】2102

【事業の経過及び背景】
　本市は地域包括ケアの構築を図るため平成18年度より地域包括支援センターを設置し、複
雑・多様化している高齢者の課題に寄り添った生活支援に取り組んでいる。
　令和４年度より複雑化・複合化したニーズに対応する包括的な支援体制を構築する「重層
的支援体制整備事業」に本事業を位置付け、介護保険費特別会計から一般会計へ本事業を移
行した。

【事業の目的及び効果】
　地域包括支援センターにおいて、包括的支援事業等を一体的に実施し、地域住民の保健医
療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（中央包括支援センターの窓口対応業務分）　99千円

　※その他財源の繰入金は、重層的支援体制整備事業繰出金

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 333,735 

要求額 99 

総務部長段階査定額 99 

年度 R8

福００７ 項　　目　　名 包括支援センター運営事業費（事業運営費）

予算書項目 包括支援センター運営事業費 ページ 33

福祉部
長寿社会課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 857 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 857 

その他財源の内訳

市長段階査定額 857 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　長寿社会課の窓口業務は平成25年度より事業委託を実施してきた。新本庁舎移転に伴い
各課個別で行っていた窓口業務委託を福祉総合窓口として一本化した。

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウやスキルを生かして介護保険業務について、繁忙期等においても柔
軟に対応できる効率的な窓口サービス等を提供する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（介護保険窓口等業務分）　857千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 15,169 

要求額 857 

総務部長段階査定額 857 

年度 R8

福００８ 項　　目　　名 福祉総合窓口業務等包括委託事業費（介護保険事業分）

予算書項目 福祉総合窓口業務等包括委託事業費 ページ 33

福祉部
長寿社会課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,825 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 1,443 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,382 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,825 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　依然としてエネルギー価格や物価高騰が続いており、低所得者世帯の生活に深刻な影響
を与えることが懸念されている。

【事業の目的及び効果】
　光熱費等の一部を助成することにより、低所得世帯の生活への影響を緩和する。

【事業の内容】
・対象者　① 特別障害者手当受給世帯　　 204世帯（見込み）
　　　　　② 経過的福祉手当受給世帯　　　２世帯（見込み）
　　　　　③ 障害児福祉手当受給世帯　　　１世帯（見込み）
　　　　　④ 特別児童扶養手当受給世帯　　43世帯（見込み）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 計　 250世帯（見込み）
　　　　　※所得制限による支給停止世帯を除いた住民税非課税世帯に限る。
・助成費　１世帯当たり11千円
・財　源　鳥取県家計負担激変緩和対策事業補助金（扶助費1/2、役務費10/10）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 2,825 

総務部長段階査定額 2,825 

年度 R8

福００９ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（特別障害者手当等受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費 ページ 31

福祉部
障がい福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 758 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 758 

その他財源の内訳

市長段階査定額 758 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　障害者手帳の管理・交付、障害福祉サービスの提供、自立支援医療受給者証の発行、補装
具・日常生活用具の支給など、障がい福祉課の業務全般に要する事務経費を計上するもの。
　令和４年度より福祉総合窓口業務等包括委託業務に障がい福祉課関係業務を追加。

【事業の目的及び効果】
　民間事業者のノウハウやスキルを生かして、障がい福祉関係業務について、繁忙時等にお
いても柔軟に対応できる効果的な受付体制を維持する。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（障がい福祉窓口等業務分）　758千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 23,263 

要求額 758 

総務部長段階査定額 758 

年度 R8

福０１０ 項　　目　　名 身体障がい者福祉行政事務費

予算書項目 事務費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 8,125 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 4,062 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 4,063 

その他財源の内訳

市長段階査定額 8,125 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの支給決定、請求審査については、障害者自
立支援給付審査支払等システムであるＭｃｗｅｌシステムにより実施している。

【事業の目的及び効果】
　国により障害福祉従事者の処遇改善に係る障害福祉サービス等の報酬改定が実施されるこ
とに伴い、必要なシステム改修を行うことにより、介護給付費等の支給決定・請求に対する
審査業務を円滑に実施する。

【事業の内容】
　国による障害福祉サービス報酬の臨時改定の実施に伴うシステム改修に要する経費
　8,125千円（国費1/2）

款 民生費

項 社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 10,710 

要求額 8,125 

総務部長段階査定額 8,125 

年度 R8

福０１１ 項　　目　　名 障害者自立支援法施行事務費

予算書項目 障害者総合支援法施行事務費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 172,180 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 114,786 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 57,394 

その他財源の内訳

市長段階査定額 172,180 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　国の社会福祉施設等施設整備費補助金を活用し、障がいのある人が居住または日中活動の
場として利用する福祉施設の整備を促進するもの。

【事業の目的及び効果】
　国庫補助制度を活用し、施設の創設、修繕等を行う事業者に対して助成を行うことで、障
害福祉サービス事業所や障害者支援施設等の整備を促進する。
　・実施主体　社会福祉法人、ＮＰＯ法人、営利法人等
　・対象事業　建物の創設（新築）、改築、大規模修繕等
　・内容　　　社会福祉施設等の施設整備に要する費用の一部を補助する。
　・補助対象経費　施設整備に必要な工事費及び工事事務費
　・補助率　　3/4
　・負担割合　国1/2、市1/4、事業主体1/4

【事業の内容】
・共同生活援助事業所（グループホーム）整備事業　 ２件　172,180千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 0 

要求額 172,180 

総務部長段階査定額 172,180 

年度 R8

福０１２ 項　　目　　名 社会福祉施設等施設整備事業費

予算書項目 社会福祉施設等整備事業費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 2,000 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 400 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 1,600 

その他財源の内訳

市長段階査定額 2,000 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　共同生活援助事業所（グループホーム）は、入所施設や病院からの地域移行の受け皿とな
り、障がいのある人の地域生活を支えるニーズの高い施設であるが、国の社会福祉施設等施
設整備費補助金の採択件数が限られ、事業者のニーズに十分な対応ができているとは言えな
い状況があった。

【事業の目的及び効果】
　鳥取県の補助制度を活用し、グループホームの創設、修繕等を行う事業者に対して助成を
行うことで、グループホームの整備を促進する。
　・実施主体　社会福祉法人、ＮＰＯ法人、営利法人等
　・対象事業　グループホームの創設、改築、大規模修繕等
　・内容　　　グループホーム整備に要する費用の一部を補助する。
　・補助対象経費　整備に必要な工事費及び工事事務費
　・補助率　　1/2
　・負担割合　市4/10、県1/10、事業主体5/10

【事業の内容】
・グループホーム（大規模修繕）　１件　2,000千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 0 

要求額 2,000 

総務部長段階査定額 2,000 

年度 R8

福０１３ 項　　目　　名 鳥取市グループホーム施設整備事業費

予算書項目 社会福祉施設等整備事業費 ページ 33

福祉部
障がい福祉課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 21,995 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 11,241 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 10,754 

その他財源の内訳

市長段階査定額 21,995 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　依然としてエネルギー価格や物価高騰が続いており、低所得者世帯の生活に深刻な影響
を与えることが懸念されている。

【事業の目的及び効果】
　光熱費等の一部を助成することにより、低所得者世帯の生活への影響を緩和する。

【事業の内容】
・対象者　生活保護世帯　1,950世帯（見込み）
・助成費　１世帯当たり11千円
・財　源　鳥取県家計負担激変緩和対策事業補助金（扶助費1/2、役務費10/10）

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 21,995 

総務部長段階査定額 21,995 

年度 R8

福０１４ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（生活保護受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費 ページ 31

福祉部
生活福祉課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 758 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 758 

その他財源の内訳

市長段階査定額 758 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】国民健康保険係 0857-30-8222

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　令和元年10月に新しい本庁舎への移転にあたり、１、２階の窓口を市民の皆さんの利用の
多い手続を集約した市民、福祉、税の総合窓口を配置した。

【事業の目的及び効果】
　福祉に関する窓口業務等を民間事業者に包括的に委託することにより、窓口サービスの質
の更なる向上を図る。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（国民健康保険窓口等業務分）　758千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 15,622 

要求額 758 

総務部長段階査定額 758 

年度 R8

福０１５ 項　　目　　名 福祉総合窓口業務等包括委託事業費（国民健康保険事業分）

予算書項目 福祉総合窓口業務等包括委託事業費 ページ 31

福祉部
保険年金課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 615 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 615 

その他財源の内訳

市長段階査定額 615 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】医療・年金係 0857-30-8224

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　市民が安定した生活基盤を確立するため、「国民皆年金」制度の普及に努める。

【事業の目的及び効果】
　年金事務所と連携を図りながら窓口での未加入者への加入促進及び保険料の拠出能力に乏
しい低所得者、失業者等への免除制度の指導を行う。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（国民年金窓口業務分）　615千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 国民年金事務取扱費

補正前額 12,596 

要求額 615 

総務部長段階査定額 615 

年度 R8

福０１６ 項　　目　　名 国民年金事務取扱事務費

予算書項目 事務費 ページ 33

福祉部
保険年金課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 635 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 635 

その他財源の内訳

市長段階査定額 635 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】医療・年金係 0857-30-8223

【１２次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　障がいのある人の健康の保持及び生活の安定を図る目的で昭和48年に創設された。

【事業の目的及び効果】
　障がいのある人が医療保険等で医療給付を受けた場合に、自己負担部分を助成し、健康の
保持と生活の安定を図る。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費
（特別医療費助成及び未熟児養育医療窓口等業務分）　635千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 450,716 

要求額 635 

総務部長段階査定額 635 

年度 R8

福０１７ 項　　目　　名 重度障害者医療助成費

予算書項目 重度障害者医療助成費 ページ 33

福祉部
保険年金課

所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 635 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 635 

その他財源の内訳

市長段階査定額 635 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-30-8225

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　令和元年10月に新しい本庁舎への移転にあたり、１、２階の窓口を市民の皆さんの利用の
多い手続を集約した市民、福祉、税の総合窓口を配置した。

【事業の目的及び効果】
　福祉に関する窓口業務等を民間事業者に包括的に委託することにより、窓口サービスの質
の更なる向上を図る。

【事業の内容】
　近年の社会情勢の影響による大幅な賃金の上昇に伴い、委託料の適正な価格転嫁を実施す
るため、人件費の見直しを行う。
・福祉総合窓口業務包括委託費（後期高齢者医療窓口等業務分）　635千円

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 6,855 

要求額 635 

総務部長段階査定額 635 

年度 R8

福０１８ 項　　目　　名 福祉総合窓口業務等包括委託事業費（後期高齢者医療事業分）

予算書項目 福祉総合窓口業務等包括委託事業費 ページ 33

福祉部
保険年金課



所　　属　　名

（単位：千円）

分担金 0 

負担金 0 

使用料 0 

手数料 0 

財産収入 0 

寄付金 0 

繰入金 0 

諸収入 0 

その他 0 計 3,079 

備　考　欄

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

地方債 0 

その他 0 

一般財源 3,079 

その他財源の内訳

市長段階査定額 3,079 

区　　分 補正額

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-30-8225

【１２次総の施策体系】2101

【事業の経過及び背景】
　後期高齢者医療費特別会計へ繰出。

【事業の目的及び効果】
　事業費分、保険基盤安定分繰出。

【事業の内容】
　令和８年８月以降の資格確認書等の発送方法変更に伴う郵便代（特定記録分）増額による
もの。

款 民生費

項 他会計繰出

目 後期高齢者医療費特別会計へ繰出

補正前額 792,498 

要求額 3,079 

総務部長段階査定額 3,079 

年度 R8

福０１９ 項　　目　　名 後期高齢者医療費特別会計へ繰出

予算書項目 後期高齢者医療費特別会計へ繰出 ページ 35

福祉部
保険年金課


